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2025 年３月期 第２四半期（中間期）決算参考資料 
 

１．連結業績の推移 

連結業績                                   （単位：百万円） 

 
2024 年 3 月期 

中間連結会計期間 

2025 年 3 月期 

中間連結会計期間 
前期比 

2025 年 3 月期 

通期予想 

売上高 2,565 2,680 4.5％ 5,533 

売上総利益 1,148 1,139 △0.8％ 2,442 

（売上総利益率） （44.8％） （42.5％） △2.3pt （44.1％） 

（販売管理費率） （30.7％） （32.3％） 1.6pt （32.6％） 

営業利益 362 274 △24.3％ 636 

（営業利益率） （14.1％） （10.2％） △3.9pt （11.5％） 

経常利益 453 282 △37.7％ 679 

親会社株主に帰属する 

中間純利益 
311 146 △53.2％ 537 

 

国内海外別売上高 連結                            （単位：百万円） 

 
2024 年 3 月期 

中間連結会計期間 

2025 年 3 月期 

中間連結会計期間 
前期比 

2025 年 3 月期 

通期予想 

国内売上 967 1,019 5.3％ 1,884 

海外売上 1,597 1,661 4.0％ 3,648 

計 2,565 2,680 4.5％ 5,533 

注）上記海外売上区分に属する主な国：アメリカ、中華人民共和国、イギリス、タイ等 

 

研究開発費・設備投資                             （単位：百万円） 

 
2024 年 3 月期 

中間連結会計期間 

2025 年 3 月期 

中間連結会計期間 
前期比 

2025 年 3 月期 

通期予想 

研究開発費 125 114 △8.7％ 246 

設備投資額 162 113 △30.4％ 531 

減価償却実施額 192 214 11.6％ 451 

 

その他 

 
2024 年 3 月期 

中間連結会計期間 

2025 年 3 月期 

中間連結会計期間 
前期比 

2025 年 3 月期 

通期予想 

為替ﾚｰﾄ（１ＵＳ＄） 141.00 円（平均） 152.64 円（平均） － 147.61 円（期末）

為替ﾚｰﾄ（１人民元 ）  19.75 円（平均）  21.15 円（平均） － 20.49 円（期末）

従業員数    381 名（期末）    402 名（期末） 5.5％ － 

臨時従業員数     64 名（平均）     59 名（平均） △7.8％ － 

 

 



【将来に関する記述等についてのご注意】本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手
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２．連結業績の概要 

前年同期比で売上高が増収、損益面では営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する中間

純利益が各々減益となりました。第２四半期（中間期）決算短信も合わせてご覧ください。 

 

①   売上高について 

前年同期比 4.5％の増収 

当中間連結会計期間においては、堅調な企業業績や設備投資、また大幅な賃上げや緩和的

な財政政策などが景気を下支えした反面、人件費などの上昇に伴う物価高や人手不足に加え

て金融政策の変更に伴う為替の動向などからやや力強さに欠けました。他方海外では、欧州

地域における混乱や中東情勢の緊張のますますの長期化、中国や一部の ASEAN 地域での景気

の足踏みによる先行き不透明感に加え、米国における大統領選の行方や前述の地政学的なリ

スクなど、わが国経済にも影響を及ぼしかねない状況が依然として続いております。 

このような情勢のもと当社グループでは、海外市場のさらなる開拓、海外代理店等との緊

密な連携の強化、営業担当の増員などによる営業基盤の底上げ、さらには新規海外拠点とな

る TEIN Europe の早期開業に向けた各種の準備などに引き続き力を注いでまいりました。ま

た、国内では新たな販売網の開拓やイベント提案などに傾注する一方で、主に海外を中心に

「EnduraPro」「EnduraPro PLUS」は元より「4x4 DAMPER」シリーズの販売強化にも注力して

まいりました。なお、一部の ASEAN 地域は低調に推移したものの、北米では持続的な回復傾

向が見られ、新規拠点となる TEIN AUSTRALIA は順調な滑り出しとなったことなどから、売

上高は前年同期比で 4.5％の増収となりました。 

 

②   営業利益、経常利益および親会社株主に帰属する中間純利益について 

各々前年同期比 24.3％、37.7％、53.2％の減益 

在庫適正化のための生産調整や価格改訂の影響により売上総利益率が低下した一方で、豪

州および欧州における新規拠点の立ち上げ費用や営業活動の強化に伴い販売管理費が増加し

たこと、また前期との為替差損益の影響や海外拠点における法人税等の調整もあり、営業利

益、経常利益、および親会社株主に帰属する中間純利益は各々減益となりました。 

お問合せ先： 

株 式 会 社 テ イ ン  管 理 課 (Ｉ Ｒ 担 当 ) 

TEL：045（810）5511 


